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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） － － 11,822,90622,677,60424,405,078

経常利益（千円） － － 462,891934,988733,007

中間（当期）純利益（千円） － － 110,4831,140,67473,496

中間包括利益又は包括利益（千円） － － 101,994 － 75,767

純資産額（千円） － － 6,122,3626,275,4266,185,780

総資産額（千円） － － 16,494,67716,275,90917,798,436

１株当たり純資産額（円） － － 185.07 189.70 186.99

１株当たり中間（当期）純利益金額（円） － － 3.34 34.48 2.22

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 37.1 38.6 34.8

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － △103,229352,4881,133,065

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － △31,997△245,27429,139

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
－ － △623,862△363,056452,912

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残

高（千円）
－ － 3,091,0282,255,0083,850,117

従業員数（人） － － 364 366 374

（注）１．第43期及び第44期は四半期報告書を提出しているため、第43期及び第44期中間会計期間については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．従業員数は、就業人員（常用パートを含む。）であります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） － － 10,237,01724,425,35427,876,894

経常利益（千円） － － 436,253730,291517,107

中間（当期）純利益又は当期純損失（△）

（千円）
－ － 151,253310,317△167,693

資本金（千円） － － 551,385551,385551,385

発行済株式総数（株） － － 34,161,00034,161,00034,161,000

純資産額（千円） － － 5,274,8615,628,5635,297,986

総資産額（千円） － － 18,775,98018,603,36820,291,395

１株当たり純資産額（円） － － 159.45 170.15 160.15

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）（円）
－ － 4.57 9.38 △5.07

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － 5.00 5.00

自己資本比率（％） － － 28.1 30.3 26.1

従業員数（人） － － 39 57 66

（注）１．第43期及び第44期は四半期報告書を提出しているため、第43期及び第44期中間会計期間については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．従業員数は、就業人員（常用パートを含む。）であります。
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２【事業の内容】

　当社グループは、ハイビック㈱及び子会社10社により構成され、住宅資材製造販売事業、住宅施工事業及び不動産賃貸

事業を主な事業内容としております。

　当社グループの事業における位置付け及びセグメントとの関連は、以下のとおりであります。

　なお、セグメントの区分と同一であります。

住宅資材製造販売事業……在来木造住宅用プレカット製品及び２×４（ツーバイフォー）住宅用プレカット製品の

製造販売、建材・住宅設備機器・木材等の一般建築業者への販売等を行っております。

〔主な子会社〕

ハイビック市売㈱、ハイビックプロショップ㈱、ハイビック市売北日本㈱、

ハイビックマテリアル㈱、ハイビックテクノロジー㈱、ハイビックエンジニアリング㈱、

ハイビックツーバイフォーフレーミング㈱、ハイビック構造情報センター㈱、

ハイビック浜松㈱　

住宅施工事業………………在来木造住宅の一般ユーザーからの請負及び増改築、プレカット製品の一般建築業者への

施工販売等を行っております。

〔主な子会社〕

ハイビックハウジング㈱

不動産賃貸事業……………店舗等の不動産賃貸を行っております。

　事業の系統図は、次のとおりであります。
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３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有割
合（％）

関係内容

（連結子会社）

ハイビックツーバイフォー

フレーミング㈱

栃木県

小山市
10,000

住宅資材

製造販売事業　
100.0

経営管理・指導、事務

代行、資産賃貸、商品販

売、役員の兼任あり

（注） 連結子会社の「主要な事業の内容」の欄には、セグメントの名称を記載しております。

　 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

住宅資材製造販売事業 317

住宅施工事業 8

不動産賃貸事業 －

報告セグメント計 325

全社（共通） 39

合計 364

（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含む。）であります。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属してい

るものであります。

３．臨時従業員数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成23年９月30日現在

従業員数（人） 39

（注）　従業員数は、就業人員（常用パートを含む。）であります。

　

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

　当社は、前年同期において四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作成していない

ため、前年同期との対比は行っておりません。

　

(1）業績

　当社グループは、主としてプレカット製品（在来木造住宅用、ツーバイフォー住宅用）の製造販売と会員制直需木

材市場を関東、東北、東海地区において営業展開しております。

　当中間連結会計期間の住宅業界は、全国新設住宅着工戸数が43万２千戸（前年同期比6.1％増）、当社と関係が深

い在来木造住宅の着工戸数が18万２千戸（同2.3％増）となり、持ち直しの動きが見られるものの、依然として低水

準で推移し、厳しい状況が続いております。

　このような状況のなか、当社グループでは、主力のプレカット製品の販売に注力し、同時にあらゆるコストの見直

しに取り組み、売上総利益の確保に努めてまいりました。

　当中間連結会計期間の売上高は118億22百万円、営業利益４億21百万円、経常利益４億62百万円、中間純利益は、１

億10百万円となりました。

　なお、各セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 住宅資材製造販売事業

　住宅資材製造販売事業におきましては、主力のプレカット製品の販売に注力し、安定的な受注の確保に向け、既存

顧客及び直需木材市場の会員様への積極的な営業を実施してまいりました。また、原材料が高止まりしている状況

で在庫管理の徹底を図りました。

　この結果、売上高115億72百万円、セグメント利益６億51百万円となりました。

② 住宅施工事業

　住宅施工事業におきましては、一般施主からの新築住宅の請負に注力し、売上高２億７百万円、セグメント利益17

百万円となりました。

③ 不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業におきましては、店舗等の不動産を賃貸しており、売上高は43百万円、セグメント利益は32百万円

となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、30億91百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した「資金」は、１億３百万円となりました。これは主に、仕入債務の減少７億78百万円を反

映したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した「資金」は、31百万円となりました。これは主に、ソフトウェアの取得による支出27百万

円等を反映したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した「資金」は、６億23百万円となりました。これは主に、金融機関からの借入金の返済によ

る支出３億34百万円と支払配当金１億65百万円等を反映したことによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、前年同期において四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作成していない

ため、前年同期との対比は行っておりません。

　

(1）生産実績

　当中間連結会計期間の生産実績を主要品目毎に示すと、次のとおりであります。

品目
当中間連結会計期間

（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年９月30日）

前年同期比（％）

構造材プレカット製品（㎡） 398,887.90 －

羽柄材プレカット製品（㎡） 285,875.63 －

合板材プレカット製品（㎡） 415,380.27 －

　
（注）１．生産実績をセグメント毎に把握するのは困難なため、主要品目の生産状況を数量で表示しておりま

す。

２．プレカット製品は、尺貫法に基づく坪を単位として取引されておりますが、ここでは１坪を3.3㎡で換

算して表示しております。

(2）受注状況

　当中間連結会計期間の受注状況を主要品目毎に示すと、次のとおりであります。

品目

当中間連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

受注高 前年同期比（％） 受注残高 前年同期比（％）

構造材プレカット製品（㎡） 418,496.60 － 152,272.56 －

羽柄材プレカット製品（㎡） 303,683.99 － 101,253.47 －

合板材プレカット製品（㎡） 415,639.82 － 125,369.48 －

　
（注）１．受注状況をセグメント毎に把握するのは困難なため、主要品目の受注状況を数量で表示しておりま

す。

２．プレカット製品は、尺貫法に基づく坪を単位として取引されておりますが、ここでは１坪を3.3㎡で換

算して表示しております。

(3）販売実績

　当中間連結会計期間の販売実績をセグメント毎に示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年９月30日）

前年同期比（％）

住宅資材製造販売事業（千円） 11,572,494 －

住宅施工事業（千円） 207,214 －

不動産賃貸事業（千円） 43,198 －

合計（千円） 11,822,906 －

　
　（注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

当中間連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

㈱アーネストワン 1,887,87116.0

３．金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

５【経営上の重要な契約等】

当社は、平成23年５月16日開催の取締役会において、株式会社住生活グループを株式交換完全親会社、当社を株式交

換完全子会社とする株式交換を行うことを決議のうえ、同日付で株式交換契約を締結し、平成23年６月29日開催の定

時株主総会において同契約の承認を受け、同契約に基づき、平成23年10月１日を効力発生日とする株式交換を行いま

した。

なお、上記の詳細については、35ページ「第５　経理の状況　１．中間連結財務諸表等（重要な後発事象）」に記載

のとおりであります。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社は、前年同期において四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作成していな

いため、前年同期との対比は行っておりません。

当社グループに関する財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析・検討内容は原則として中間連

結財務諸表に基づいて分析した内容であります。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この中間連結財務諸表の作成にあたり、見積りや仮定を用いることが必要となりますが、これらは期末

日における資産・負債の金額及び会計期間の収益・費用の金額に影響を与えます。しかし、これらの見積りや仮定

は、実際の結果とは異なる場合があります。

当社グループの中間連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、第５［経理の状況］の(1)［中間連結財務諸

表］の「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に以下の重要な会計方

針が、中間連結財務諸表作成における重要な見積りの判断に影響を及ぼすと考えております。

① 貸倒引当金

当社グループは、債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率をもとに、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。見積りには期日

経過債権の回収期間、現在の経営環境等の様々な要因を考慮しております。得意先の財政状態や現在の経済状態

が悪化した場合には、貸倒引当金の追加の引当てが必要となる可能性があります。

② 完成工事補償引当金

当社グループは、住宅施工事業における完成工事の補償による損失に備えるため、工事補償見積額を計上して

おります。住宅の完成引き渡し後、隠れた瑕疵(欠陥)がある場合に、売主が担保責任を負い、将来、契約解除あるい

は損害賠償をしなければならないことが法令等で定められております。このため、将来の補償として工事見積補

償額を計上しておりますが、実際の修理コストが見積りと異なる場合、完成工事補償引当金の追加の引当てが必

要となる可能性があります。

③ たな卸資産

当社グループは、たな卸資産の評価方法として原価法を採用しておりますが、滞留及び過剰在庫のうち、劣化し

たたな卸資産については、適正な価値で評価されるように評価減の金額を見積っております。たな卸資産の評価

減は、推定される将来の需要及び市場価格に基づく時価の見積額と原価の差額を計上しておりますが、実際の将

来の需要または市場環境が当社グループの見積りより悪化すれば、たな卸資産の評価損を追加計上する可能性が

あります。

④ 繰延税金資産

当社グループは、回収可能性が低いと判断される繰延税金資産については、評価性引当を設定し、適切な繰延税

金資産を計上しております。評価性引当額の必要性を検討するに当たっては、将来の課税所得の見積りと繰越欠

損金の解消計画に基づいております。将来の市場環境や経営成績が悪化し、将来の課税所得が見積りを下回り、繰

延税金資産の全部または一部を将来回収できないと判断した場合には、繰延税金資産に対する評価性引当を追加

設定する可能性があります。

⑤ 投資有価証券

当社グループは、長期的な取引維持のために、特定の取引先及び金融機関の株式を保有しております。これらの

株式のうち、時価のあるものについては、時価が取得価額に比べ著しく下落し、回復の可能性がないと判断する場

合は減損処理を行います。また、時価のないものについては、当該株式の発行会社の業績及び財政状態等を勘案
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し、実質価額が取得価額に比べ著しく下落し、回復の可能性がないと判断する場合は減損処理を行います。

なお、時価及び実質価額の回復の可能性があると判断している株式についても、将来、時価の下落または当該株

式の発行会社の業績及び財政状態等の悪化により、減損処理を行う可能性があります。

(2）当中間連結会計期間の経営成績の分析

① 売上高

全国新設住宅着工戸数が43万２千戸（前年同期比6.1％増）となり、依然として低水準で推移する厳しい状況

のなか、新規エリアの新規顧客の確保、既存顧客への積極的な営業活動を実施し、売上高は118億22百万円となり

ました。

② 営業利益

販売価格の見直しと原価低減を図ったことにより、売上総利益は17億27百万円となりました。

販売費及び一般管理費は、コスト削減の効果はありましたが貸倒引当金繰入額の追加額１億28百万円を計上し

たことにより13億６百万円となり、営業利益は４億21百万円となりました。

③ 経常利益

受取配当金等の営業外収益は51百万円、営業外費用は10百万円となりました。

これらの結果、経常利益は４億62百万円となりました。

④ 税金等調整前中間純利益

　株式交換手数料の発生により特別損失は１億70百万円となり、これらの結果、税金等調整前中間純利益は２億92

百万円となりました。

⑤ 中間純利益

法人税等につきましては、法人税、住民税及び事業税は78百万円、法人税等調整額は１億２百万円となり、中間

純利益につきましては、１億10百万円となりました。

(3）財政状態及びキャッシュ・フローの分析

① 流動資産

流動資産につきましては、現金及び預金が７億59百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ９億

18百万円減の80億29百万円となりました。

② 固定資産

固定資産につきましては、減価償却費を２億32百万円計上したこと等により、前連結会計年度末に比べ３億85

百万円減の84億64百万円となりました。

③ 流動負債

流動負債につきましては、主に仕入の減少により、支払手形及び買掛金が８億１百万円減少し、前連結会計年度

末に比べ８億61百万円減の77億22百万円となりました。

④ 固定負債

固定負債につきましては、借入金の返済等により、前連結会計年度末に比べ３億79百万円減の26億49百万円と

なりました。

⑤ 純資産

純資産につきましては、剰余金の配当１億65百万円、中間純利益１億10百万円等により、前連結会計年度末に比

べ63百万円減少し、61億22百万円となりました。

⑥キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における「現金及び現金同等物」（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ７

億59百万円減の30億91百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの詳しい状況及

び増減内容は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フロー」に記載しております。

(4）戦略的現状と見通し 

当社グループは、木造住宅用プレカット製品の製造及び販売、会員制直需木材市場といった独自のビジネスモデ

ルを中心として、業界の既成概念にとらわれない流通の革新により、より良い住まいを提供する創造集団になるこ

とを目指しております。そのためには、景気に左右されないスケールメリットをいかした価格競争力、高品質の製品

提供、購買力の３つを強化していくことを経営の基本戦略としております。

当面の見通しにつきましては、個人消費の冷え込みは続き、本格的な住宅着工の回復の兆しは見えず、当社を取り

巻く経営環境は引き続き厳しい状況が続くものと思われます。

このような状況が予想されるなか、プレカット製品販売と会員制直需木材市場に軸足を置き、営業・生産の連携

強化と新規開設した直需木材市場の完全軌道化を重点に、利益体質をより強化してまいります。 
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 121,500,000

計 121,500,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数

（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年12月27日）

上場金融商品取引所名また
は登録認可金融商品取引業
協会名

内容

普通株式 34,161,000 33,080,778 非上場
単元株式数

100株　

計 34,161,000 33,080,778 － －

　（注）　当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～

平成23年９月30日
－ 34,161,000 － 551,385 － 458,616

　

EDINET提出書類

ハイビック株式会社(E00637)

半期報告書

11/50



（６）【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社髙井勝利 東京都港区元麻布１丁目３－１ 6,725 19.68

髙井　勝利 栃木県宇都宮市 3,612 10.57

ドイチェ バンク アーゲー ロン

ドン ピービー ノントリティー 

クライアンツ 613（常任代理人　

ドイツ証券株式会社）

東京都千代田区永田町２丁目11番１号

山王パークタワー
1,703 4.98

UBS AG LONDON A/C IPB SE

GREGATED CLIENT ACCONT

（常任代理人　シティバンク銀行

株式会社）　

東京都品川区東品川２丁目３番14号 1,700 4.97

東海東京証券株式会社　 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目７番１号 1,400 4.09

大建工業株式会社　 大阪府大阪市北区堂島１丁目６－20 1,350 3.95

株式会社常陽銀行

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

茨城県水戸市南町２丁目５－５

（東京都港区浜松町２丁目11－３）
1,170 3.42

ハイビック株式会社 栃木県小山市城山町２丁目９－19 1,080 3.16

髙井　尚子 栃木県宇都宮市 1,029 3.01

東京中小企業投資育成株式会社　　 東京都渋谷区渋谷３丁目29－22 956 2.80

計 － 20,727 60.68

（注）　株式会社髙杉商事は、平成23年８月１日付で株式会社髙井勝利に商号変更しております。

　　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,080,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,080,200 330,802 －

単元未満株式 普通株式 　 　　600 － －

発行済株式総数 34,161,000 － －

総株主の議決権 － 330,802 －

　
（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。
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②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ハイビック株式会社
栃木県小山市城山町

２丁目９番19号
1,080,200 　－ 1,080,200 3.16

計 － 1,080,200 　－ 1,080,200 3.16

 

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成23年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 139 190 190 190 184 192

最低（円） 122 117 170 176 163 169

（注） １．最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものです。

２．平成23年９月28日付で上場廃止したことに伴い、最終取引日である平成23年９月27日までの株価について

記載しております。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

就任年月日

代表取締役 社長 浅原 秀則 昭和32年６月３日

昭和55年４月　トーヨーサッシ㈱（現

㈱ＬＩＸＩＬ）入社

平成14年４月　同社九州特販　支店長

平成16年４月　同社本社業務部　部長

平成19年４月　㈱21世紀住宅研究所　西

日本支社長

平成20年４月　ソニテック㈱代表取締

役社長

平成23年10月　当社代表取締役社長

（現任）

（注１） －
平成23年

10月１日

監査役 － 越田　悟 昭和26年９月10日

昭和49年４月　トーヨーサッシ㈱（現

㈱ＬＩＸＩＬ）入社

平成14年４月　トステム㈱建材総本部

経理統括部長

平成15年２月　同社執行役員経理統括

部長

平成19年４月　同社執行役員経理本部

長

平成19年２月　㈱住生活グループ監査

役室長

平成20年６月　同社常勤監査役

平成23年６月　同社常勤監査役退任

平成23年10月　当社監査役（現任）　

（注２） －
平成23年

10月１日

（注）１．平成23年10月１日開催の臨時株主総会の終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

であります。

２．退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成27年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。
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(2）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

　監査役 － 竹澤　一郎 平成23年10月１日

　監査役 － 柴﨑　孝 平成23年10月１日

 

(3）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 会長 代表取締役 社長 髙井　勝利 平成23年10月１日
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づいて作成しております。

　

(3）前中間連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は中間連結財務諸表を作成していないた

め、以下に掲げる中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。

　また、前中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は中間財務諸表を作成していないため、以

下に掲げる中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書については、前中間会計期間との対比は行っておりませ

ん。 

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年９

月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の中間財務諸

表について、監査法人夏目事務所により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,850,117 3,091,028

受取手形及び売掛金 2,933,471 3,176,790

たな卸資産 1,677,529 1,411,887

繰延税金資産 337,517 236,811

その他 166,077 147,002

貸倒引当金 △16,138 △33,556

流動資産合計 8,948,574 8,029,962

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 3,930,225

※1
 3,919,550

減価償却累計額 △2,024,954 △2,088,394

建物及び構築物（純額） 1,905,270 1,831,156

機械装置及び運搬具 569,718 545,424

減価償却累計額 △413,585 △414,381

機械装置及び運搬具（純額） 156,132 131,043

土地 ※1
 5,115,350

※1
 5,115,350

リース資産 1,038,630 1,038,630

減価償却累計額 △264,307 △368,170

リース資産（純額） 774,322 670,459

建設仮勘定 － 1,400

その他 310,434 261,520

減価償却累計額 △209,517 △162,945

その他（純額） 100,916 98,575

有形固定資産合計 8,051,992 7,847,985

無形固定資産

その他 135,350 113,966

無形固定資産合計 135,350 113,966

投資その他の資産

投資有価証券 184,657 171,433

繰延税金資産 84,558 88,120

その他 769,748 761,475

貸倒引当金 △376,445 △518,264

投資その他の資産合計 662,519 502,764

固定資産合計 8,849,862 8,464,715

資産合計 17,798,436 16,494,677
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,982,753 6,180,885

1年内償還予定の社債 30,000 20,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 661,418

※1
 634,898

リース債務 218,112 218,112

未払法人税等 91,483 80,904

賞与引当金 57,989 67,115

完成工事補償引当金 310 240

その他 542,127 520,739

流動負債合計 8,584,193 7,722,895

固定負債

社債 5,000 －

長期借入金 ※1
 1,657,556

※1
 1,349,682

リース債務 650,979 541,923

繰延税金負債 154,210 154,210

退職給付引当金 134,231 142,741

役員退職慰労引当金 28,124 20,752

環境対策引当金 21,276 21,276

資産除去債務 18,710 18,994

その他 358,375 399,840

固定負債合計 3,028,463 2,649,420

負債合計 11,612,656 10,372,315

純資産の部

株主資本

資本金 551,385 551,385

資本剰余金 458,616 458,616

利益剰余金 5,340,441 5,285,520

自己株式 △166,870 △166,878

株主資本合計 6,183,572 6,128,643

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,207 △6,281

その他の包括利益累計額合計 2,207 △6,281

純資産合計 6,185,780 6,122,362

負債純資産合計 17,798,436 16,494,677
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 11,822,906

売上原価 10,094,985

売上総利益 1,727,921

販売費及び一般管理費 ※
 1,306,107

営業利益 421,813

営業外収益

受取利息 142

受取配当金 2,634

仕入割引 12,324

その他 36,526

営業外収益合計 51,628

営業外費用

支払利息 10,550

その他 －

営業外費用合計 10,550

経常利益 462,891

特別損失

事業構造改善費用 162,325

その他 8,453

特別損失合計 170,778

税金等調整前中間純利益 292,112

法人税、住民税及び事業税 78,730

法人税等調整額 102,898

法人税等合計 181,628

少数株主損益調整前中間純利益 110,483

少数株主利益 －

中間純利益 110,483
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【中間連結包括利益計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 110,483

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △8,488

その他の包括利益合計 △8,488

中間包括利益 101,994

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 101,994

少数株主に係る中間包括利益 －
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 551,385

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 551,385

資本剰余金

当期首残高 458,616

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 458,616

利益剰余金

当期首残高 5,340,441

当中間期変動額

剰余金の配当 △165,404

中間純利益 110,483

当中間期変動額合計 △54,920

当中間期末残高 5,285,520

自己株式

当期首残高 △166,870

当中間期変動額

自己株式の取得 △8

当中間期変動額合計 △8

当中間期末残高 △166,878

株主資本合計

当期首残高 6,183,572

当中間期変動額

剰余金の配当 △165,404

中間純利益 110,483

自己株式の取得 △8

当中間期変動額合計 △54,928

当中間期末残高 6,128,643
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 2,207

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△8,488

当中間期変動額合計 △8,488

当中間期末残高 △6,281

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 2,207

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△8,488

当中間期変動額合計 △8,488

当中間期末残高 △6,281

純資産合計

当期首残高 6,185,780

当中間期変動額

剰余金の配当 △165,404

中間純利益 110,483

自己株式の取得 △8

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△8,488

当中間期変動額合計 △63,417

当中間期末残高 6,122,362
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 292,112

減価償却費 232,558

のれん償却額 390

貸倒引当金の増減額（△は減少） 159,237

賞与引当金の増減額（△は減少） 9,126

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,510

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △7,372

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △70

その他の引当金の増減額（△は減少） 283

受取利息及び受取配当金 △2,777

支払利息 10,550

有形固定資産除却損 5,410

たな卸資産評価損 29,124

売上債権の増減額（△は増加） △238,896

たな卸資産の増減額（△は増加） 236,517

仕入債務の増減額（△は減少） △778,554

その他 18,992

小計 △24,856

利息及び配当金の受取額 2,777

利息の支払額 △10,335

法人税等の還付額 18,384

法人税等の支払額 △89,199

営業活動によるキャッシュ・フロー △103,229

投資活動によるキャッシュ・フロー

子会社株式の取得による支出 △390

有形固定資産の取得による支出 △2,891

有形固定資産の除却による支出 △810

無形固定資産の取得による支出 △27,080

投資有価証券の取得による支出 △994

貸付金の回収による収入 170

投資活動によるキャッシュ・フロー △31,997

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △334,394

社債の償還による支出 △15,000

自己株式の取得による支出 △8

配当金の支払額 △165,404

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △109,056

財務活動によるキャッシュ・フロー △623,862

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △759,089

現金及び現金同等物の期首残高 3,850,117

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 3,091,028
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当中間連結会計期間

（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　10社
連結子会社の名称
ハイビック市売㈱
ハイビックプロショップ㈱　
ハイビック市売北日本㈱　
ハイビックマテリアル㈱　
ハイビックテクノロジー㈱　
ハイビックエンジニアリング㈱　
ハイビック浜松㈱　
ハイビック構造情報センター㈱　
ハイビックハウジング㈱　
ハイビックツーバイフォーフレーミング㈱　

(2）非連結子会社の名称等

――――――　 

(3）連結の範囲の変更

　当中間連結会計期間において新たにハイビックツーバイフォーフレーミング㈱を

設立したため、連結の範囲に含めております。　

２．連結子会社の中間決算日

等に関する事項

　すべての連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

３．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの
中間期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法 

 ②　デリバティブ

時価法 

 ③　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

ａ　商品（木材・建材・住器等）
総平均法

ｂ　商品（銘木）
個別法

ｃ　製品・仕掛品
個別法

ｄ　未成工事支出金
個別法

ｅ　原材料
総平均法

ｆ　販売用不動産
個別法

ｇ　貯蔵品
個別法

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額法を採用しております。 

　なお、少額減価償却資産については、事業年度毎に一括して３年間で均等償却する
方法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　２年～50年
機械装置及び運搬具　２年～８年

 ②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。　 
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

　 ③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産 

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20
年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

 (3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。
②　賞与引当金
　賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当中間連結会計期間負担額を計上し
ております。
③　完成工事補償引当金
　完成工事高の補償による損失に備えるため、補償見積額を計上しております。
④　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額
に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して
おります。
⑤　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上し
ております。
⑥　環境対策引当金
　　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用の
見積額を計上しております。

 (4）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日または償還日の到来する流
動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ
ない短期投資であります。

 (5）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項
①　消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理の方法は、税抜き処理によっております。

 

【追加情報】

当中間連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

　当中間連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 

EDINET提出書類

ハイビック株式会社(E00637)

半期報告書

24/50



【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当中間連結会計期間
（平成23年９月30日）

※１.担保に提供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１.担保に提供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

 （1）担保に提供している資産 （1）担保に提供している資産

 建物及び構築物 474,006千円

 土地  1,286,291千円

 計 1,760,297千円

 建物及び構築物 460,590千円 

 土地 1,286,291千円 

 計 1,746,881千円 

 （2）上記に対応する債務 （2）上記に対応する債務

 １年内返済予定の長期借入金 282,840千円

 長期借入金  485,425千円

 計 768,265千円

　２.当座貸越契約

　　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当連結会計年度末の借入

実行残高は、次のとおりであります。 

 当座貸越極度額 200,000千円

 借入実行残高  －千円

 計 200,000千円

 １年内返済予定の長期借入金 266,340千円 

 長期借入金 357,755千円 

 計 624,095千円 

　２.当座貸越契約

　　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間連結会計期間末の

借入実行残高は、次のとおりであります。 

 当座貸越極度額  200,000千円

 借入実行残高 －千円

 計  200,000千円

 

（中間連結損益計算書関係）

当中間連結会計期間
（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年９月30日）

　※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給与手当 370,272千円

賞与引当金繰入額 33,688千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,637千円

貸倒引当金繰入額 163,164千円

　

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当中間連結会計期間
増加株式数（株）

当中間連結会計期間
減少株式数（株）

当中間連結会計期間
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式 34,161,000 － － 34,161,000

合計 34,161,000 － － 34,161,000

自己株式     

普通株式 1,080,179 43 － 1,080,222

合計 1,080,179 43 － 1,080,222

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加43株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
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２．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 165,404 5 平成23年３月31日平成23年６月30日

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間連結会計期間
（自　平成23年４月１日
　　至　平成23年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

（平成23年９月30日現在）

 現金及び預金勘定 3,091,028千円 

 預入期間が３ヵ月を超える定期預金 －千円 

 現金及び現金同等物 3,091,028千円 

　

（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産　

　主として、住宅資材製造販売事業における工場及び

生産設備（「機械装置及び運搬具」、「工具、器具及

び備品」）であります。　

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

同左　

　　

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「３.会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

②　リース資産の減価償却の方法

　同左

　　　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置及び運搬
具

340,544212,243128,300

（有形固定資産）
その他 

5,6064,4451,160

無形固定資産　 22,06118,2393,821
合計 368,211234,928133,282

　　

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

機械装置及び運搬
具 

340,544235,493105,050

（有形固定資産）
その他 

5,6064,633 972

無形固定資産 22,06119,8992,161
合計 368,211260,025108,185
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前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

(2）未経過リース料期末残高相当額等 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 52,997千円

１年超 80,189千円

合計 133,187千円

１年内 48,516千円

１年超 56,854千円

合計 105,370千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 63,822千円

減価償却費相当額 55,109千円

支払利息相当額 7,496千円

支払リース料 30,140千円

減価償却費相当額 25,048千円

支払利息相当額 2,881千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

 同左

  

(5）利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を支払利息相当額とし、各期の配分方法については、利

息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

 同左

  

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 165,177千円

１年超 1,377,451千円

合計 1,542,628千円

１年内 164,598千円

１年超 1,248,731千円

合計 1,413,330千円
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（金融商品関係）

前連結会計年度末（平成23年３月31日）　

１．金融商品の時価等に関する事項について

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 3,850,117 3,850,117 －

(2）受取手形及び売掛金 2,933,471 2,933,471 －

(3）投資有価証券 169,707 169,707 －

　資産計 6,953,296 6,953,296 －

(1）支払手形及び買掛金 6,982,753 6,982,753 －

(2）社債（１年内を含む） 35,000 34,943 △56

(3) 長期借入金（１年内を含む）

　
2,318,974 2,326,518 7,544

(4）リース債務（１年内を含む） 869,091 853,401 △15,691

　負債計 10,205,818 10,197,616 △8,202

 （注） １．現金及び預金、受取手形及び売掛金はすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似

　　していることから、当該帳簿価額によっております。

２．投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

３．支払手形及び買掛金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

４．社債及び長期借入金並びにリース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース

取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

５．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 14,950

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投資

有価証券」には含めておりません。

２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。
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当中間連結会計期間（平成23年９月30日）

１．金融商品の時価等に関する事項について

　平成23年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

 
中間連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 3,091,028 3,091,028 －

(2）受取手形及び売掛金 3,176,790 3,176,790 －

(3）投資有価証券 156,483 156,483 －

　資産計 6,424,301 6,424,301 －

(1）支払手形及び買掛金 6,180,885 6,180,885 －

(2）社債（１年内を含む） 20,000 19,988 △11

(3) 長期借入金（１年内を含む）

　
1,984,580 1,998,278 13,698

(4）リース債務（１年内を含む） 760,035 751,186 △8,849

　負債計 8,945,501 8,950,339 4,837

 （注） １．現金及び預金、受取手形及び売掛金はすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似

　　していることから、当該帳簿価額によっております。

２．投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

３．支払手形及び買掛金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

４．社債及び長期借入金並びにリース債務の時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入またはリース

取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

５．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式 14,950

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3）投資

有価証券」には含めておりません。

２．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。
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（有価証券関係）

前連結会計年度末（平成23年３月31日）

  その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 93,738 49,273 44,464

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 93,738 49,273 44,464

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 75,969 116,730 △40,760

(2）債券 　 　 　

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 75,969 116,730 △40,760

合計 169,707 166,003 3,703

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額14,950千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　
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当中間連結会計期間末（平成23年９月30日）

　　その他有価証券

　 種類
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えるも

の

(1）株式 80,790 49,273 31,516

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 80,790 49,273 31,516

中間連結貸借対照表計上

額が取得原価を超えない

もの

(1）株式 75,693 117,748 △42,055

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 75,693 117,748 △42,055

合計 156,483 167,022 △10,539

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額14,950千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。　

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度末（平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間末（平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

 　

（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

　

当中間連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　重要性が乏しいため記載を省略しております。
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（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（平成23年３月31日）

当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

　連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価

（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,382,541 243,701 1,626,242 1,714,875

(注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は使用目的の変更により、その土地及び倉庫（255,863千円）が

遊休資産となったことによるものであり、主な減少額は減価償却額（12,161千円）であります。

３．当連結会計年度末の時価は、以下によっております。

・主な不動産については、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づいた金額（指標等を用いて調整を

行なったものを含む）であります。

・その他の不動産については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づいて自社で算定し

た金額であります。

当中間連結会計期間（平成23年９月30日）

　賃貸等不動産の中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価に、前連結会計年度の末日に比し

て著しい変動が認められないため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであります。　

　当社は、グループ会社の営業部門を統括する事業本部を置き、住宅資材製造販売事業を中心に事業活動を展開

しております。なお、「住宅資材製造販売事業」、「住宅施工事業」及び「不動産賃貸事業」を報告セグメント

としております。

　「住宅資材製造販売事業」は、木造住宅用プレカット製品の製造販売、建材・住宅設備機器・木材等の販売を

行なっております。「住宅施工事業」は、在来木造住宅の一般ユーザーからの請負及び増改築等を行なってお

ります。「不動産賃貸事業」は所有している土地・倉庫の賃貸を行なっております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　当中間連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）　　　　　　　　（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１　

中間連結財務
諸表計上額　
（注）２

 
住宅資材製造
販売事業

住宅施工　事
業

不動産賃貸
事業　

計

売上高 　 　 　 　 　 　
外部顧客への売上高 11,572,494207,214 43,19811,822,906 － 11,822,906
セグメント間の内部
売上高又は振替高

24,850 40 － 24,890△24,890 －

計 11,597,345207,254 43,19811,847,797△24,89011,822,906
セグメント利益 651,858 17,644 32,430 701,933△280,120421,813
セグメント資産 10,740,924　33,978　1,471,962　12,246,866　4,247,811　16,494,677　
その他の項目 　 　 　 　 　 　
減価償却費 213,674　 1,190　 8,774　 223,638　 8,919　 232,558　
有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

－　 1,880 －　 1,880　 1,000　 2,880

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△280,120千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理

費であります。

(2）セグメント資産の調整額4,247,811千円は報告セグメントに配分していない全社資産であります。

２.セグメント利益は、中間連結財務諸表の営業利益と調整を行なっております。　　
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【関連情報】

当中間連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売　上　高 関連するセグメント名
株式会社アーネストワン 1,887,871　住宅資材製造販売事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）

 
住宅資材製造販売

事業
住宅施工事業

不動産賃貸事業
　

全社・消去　 合計

当中間期償却額 390 － － － 390
当中間期末残高 － － － － －　

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間連結会計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
当中間連結会計期間

（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１株当たり中間純利益金額 3.34円

（算定上の基礎） 　

中間純利益金額（千円） 110,483

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 110,483

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,080

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当中間連結会計期間
（平成23年９月30日）

１株当たり純資産額 186.99円 185.07円

（算定上の基礎） 　 　

純資産の部の合計額（千円） 6,185,780 6,122,362

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
6,185,780 6,122,362

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（千株）
33,080 33,080
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（重要な後発事象）

当社は、平成23年５月16日開催の取締役会において、株式会社住生活グループを株式交換完全親会社、当社を株式交

換完全子会社とする株式交換を行うことを決議のうえ、同日付で株式交換契約を締結し、平成23年６月29日開催の定

時株主総会において同契約の承認を受け、同契約に基づき、平成23年10月１日を効力発生日とする株式交換を行いま

した。

　当社は、株式会社住生活グループの完全子会社となることで、一層安定した事業展開が可能となり、これまで以上に

企業価値を向上させることができると判断し、今回の株式交換契約を締結いたしました。

　株式交換の概要は、以下のとおりです。

(1）株式交換の内容

　株式会社住生活グループ（以下「住生活グループ」といいます。）を完全親会社、当社を完全子会社とする株式

交換

(2）株式交換の日

　平成23年10月１日

(3）株式交換の方法

  本株式交換に際して、住生活グループは自己株式（普通株式）3,109,597株を割当交付しております。

(4）株式交換比率　

　 株式会社住生活グループ 当社

株式交換比率 １ 0.094

(5）株式交換比率の算定根拠

　本株式交換の株式交換比率については、その公正性・妥当性を確保するため、各社がそれぞれ別個に、両社から

独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、株式会社住生活グループは大和証券キャピ

タル・マーケッツ株式会社（以下「大和証券ＣＭ」といいます。）を、当社は、株式会社レコフ（以下「レコフ」

といいます。）を、それぞれの第三者算定機関として選定いたしました。

　大和証券ＣＭは、住生活グループの普通株式については、住生活グループの普通株式が取引所市場に上場してお

り、市場株価が存在することから市場株価法を用いて算定を行いました。ハイビックの普通株式については、ハイ

ビックの普通株式がＪＡＳＤＡＱ市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価法及び将来の事

業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュフロー法（以下「ＤＣＦ法」といいま

す。）の各手法を用いて算定を行いました。

　レコフは、住生活グループについては、住生活グループが取引所市場に上場しており、市場株価が存在すること

から、市場株価法を採用して算定を行いました。ハイビックについては、ハイビックがＪＡＳＤＡＱ市場に上場し

ており、市場株価が存在することから、市場株価法を採用して算定を行いました。また、ハイビックには比較可能

な上場類似会社が複数存在し、類似会社比較法による株式価値の類推が可能であることから、類似会社比較法を

採用して算定を行いました。それに加えて、将来の事業活動の状況を算定に反映する目的からＤＣＦ法を採用し

て評価を行いました。

　これらの算定結果を参考に当事者間で協議し株式交換比率を決定しました。　

(6）株式交換完全親会社となる会社の概要（平成23年３月31日現在）

商　　　　　号　　　株式会社住生活グループ

事 業 の 内 容　　　国内外の住生活関連事業・都市環境関連事業を営む会社の株式または持分を取得、所有する

ことによる当該会社の事業活動の支配、管理

本 店 所 在 地　　　東京都江東区大島二丁目１番１号

代　　表　　者　　　代表執行役社長　藤森 義明（平成23年８月１日就任）

資　　本　　金　　　68,121百万円（連結）

発行済株式総数　　　313,054,255株

純　　資　　産　　　536,408百万円（連結）

総　　資　　産　　　1,166,834百万円（連結）

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,703,758 3,027,566

受取手形 152,955 166,944

売掛金 7,737,352 7,209,078

たな卸資産 57,136 18,143

繰延税金資産 287,242 188,147

その他 225,827 317,659

貸倒引当金 △887 △761

流動資産合計 12,163,385 10,926,777

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 3,045,218

※1
 3,041,391

減価償却累計額 △1,418,597 △1,467,680

建物（純額） 1,626,621 1,573,711

構築物 561,987 561,987

減価償却累計額 △387,652 △403,663

構築物（純額） 174,335 158,324

機械及び装置 346,105 329,546

減価償却累計額 △218,827 △223,139

機械及び装置（純額） 127,277 106,407

車両運搬具 9,187 9,187

減価償却累計額 △8,680 △8,764

車両運搬具（純額） 506 423

工具、器具及び備品 273,166 249,733

減価償却累計額 △173,439 △151,815

工具、器具及び備品（純額） 99,726 97,918

土地 ※1
 4,603,688

※1
 4,603,688

リース資産 1,038,630 1,038,630

減価償却累計額 △264,307 △368,170

リース資産（純額） 774,322 670,459

有形固定資産合計 7,406,479 7,210,932

無形固定資産

無形固定資産合計 130,997 109,907

投資その他の資産

投資その他の資産合計 ※2
 590,533

※2
 528,361

固定資産合計 8,128,009 7,849,202

資産合計 20,291,395 18,775,980
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当中間会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形 5,002 11,128

買掛金 7,725,894 7,120,974

短期借入金 3,710,524 3,263,472

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 661,418

※1
 634,898

リース債務 218,112 218,112

未払法人税等 3,695 2,345

賞与引当金 8,729 6,589

その他 203,167 224,672

流動負債合計 12,536,543 11,482,193

固定負債

長期借入金 ※1
 1,657,556

※1
 1,349,682

リース債務 650,979 541,923

退職給付引当金 45,328 29,957

役員退職慰労引当金 28,124 20,752

環境対策引当金 21,276 21,276

資産除去債務 18,710 18,994

その他 34,890 36,340

固定負債合計 2,456,864 2,018,925

負債合計 14,993,408 13,501,118

純資産の部

株主資本

資本金 551,385 551,385

資本剰余金

資本準備金 458,616 458,616

資本剰余金合計 458,616 458,616

利益剰余金

利益準備金 97,827 97,827

その他利益剰余金

別途積立金 4,151,162 4,151,162

繰越利益剰余金 203,175 189,024

利益剰余金合計 4,452,165 4,438,014

自己株式 △166,870 △166,878

株主資本合計 5,295,296 5,281,137

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,690 △6,275

評価・換算差額等合計 2,690 △6,275

純資産合計 5,297,986 5,274,861

負債純資産合計 20,291,395 18,775,980
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 10,237,017

売上原価 ※4
 9,524,077

売上総利益 712,940

販売費及び一般管理費 ※4
 279,560

営業利益 433,379

営業外収益

営業外収益合計 ※1
 40,870

営業外費用

営業外費用合計 ※2
 37,996

経常利益 436,253

特別損失

特別損失合計 ※3
 177,038

税引前中間純利益 259,214

法人税、住民税及び事業税 165

法人税等調整額 107,796

法人税等合計 107,961

中間純利益 151,253
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 551,385

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 551,385

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 458,616

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 458,616

資本剰余金合計

当期首残高 458,616

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 458,616

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 97,827

当中間期変動額

当中間期変動額合計 －

当中間期末残高 97,827

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 203,175

当中間期変動額

剰余金の配当 △165,404

中間純利益 151,253

当中間期変動額合計 △14,150

当中間期末残高 189,024

利益剰余金合計

当期首残高 4,452,165

当中間期変動額

剰余金の配当 △165,404

中間純利益 151,253

当中間期変動額合計 △14,150

当中間期末残高 4,438,014
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（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

自己株式

当期首残高 △166,870

当中間期変動額

自己株式の取得 △8

当中間期変動額合計 △8

当中間期末残高 △166,878

株主資本合計

当期首残高 5,295,296

当中間期変動額

剰余金の配当 △165,404

中間純利益 151,253

自己株式の取得 △8

当中間期変動額合計 △14,158

当中間期末残高 5,281,137

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 2,690

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△8,966

当中間期変動額合計 △8,966

当中間期末残高 △6,275

評価・換算差額等合計

当期首残高 2,690

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△8,966

当中間期変動額合計 △8,966

当中間期末残高 △6,275

純資産合計

当期首残高 5,297,986

当中間期変動額

剰余金の配当 △165,404

中間純利益 151,253

自己株式の取得 △8

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△8,966

当中間期変動額合計 △23,125

当中間期末残高 5,274,861
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【重要な会計方針】

項目
当中間会計期間

（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

時価法 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法を採用しております。 

　なお、少額減価償却資産については、事業年度毎に一括して３年間で均等償却する方

法を採用しております。

　また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　２年～50年

構築物　　　　２年～40年

機械及び装置　２年～８年

車両運搬具　　４年～６年

工具器具備品　２年～20年

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　 (3）リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

　 (2）賞与引当金

　賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当中間会計期間負担額を計上しておりま

す。

　 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。

　 (5）環境対策引当金

　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理費用の支出に備えるため、処理費用の見

積額を計上しております。

６．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理の方法は、税抜き処理によっております。
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【追加情報】

当中間会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用  

　当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 

【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年３月31日）

当中間会計年度
（平成23年９月30日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(1）担保に供している資産

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(1）担保に供している資産

建物       474,006千円

土地     1,286,291千円

計     1,760,297千円

建物       460,590千円

土地     1,286,291千円

計     1,746,881千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金     282,840千円

長期借入金     485,425千円

計     768,265千円

１年内返済予定の長期借入金     266,340千円

長期借入金     357,755千円

計     624,095千円

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 737,368千円 投資その他の資産 743,415千円

３．当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

に取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は、

次のとおりであります。

当座貸越極度額     200,000千円

借入実行残高 －千円

差引額        200,000千円

３．当座貸越契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

に取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当中間会計期間末の借入未実行残高

は、次のとおりであります。

当座貸越極度額     200,000千円

借入実行残高 －千円

差引額        200,000千円

　　

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

※１．営業外収益のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 受取利息  7,873千円

 受取配当金  2,607千円

 仕入割引  12,324千円

※２．営業外費用のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

 支払利息  37,996千円

※３．特別損失のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 事業構造改善費用  162,325千円

 固定資産除却損  4,243千円

※４. 減価償却実施額は次のとおりであります。　

 有形固定資産  197,308千円

 無形固定資産  26,261千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 1,080,179 43 － 1,080,222

合計 1,080,179 43 － 1,080,222

 

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産　

　主として、住宅資材製造販売事業における工場及び

生産設備（「機械装置及び運搬具」、「工具、器具及

び備品」）であります。　

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

同左　

　　

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「４.固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。

②　リース資産の減価償却の方法

　同左

　　　

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次の

とおりであります。

 

(1）借主側

未経過リース料期末残高相当額

(1）借主側

未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 27,273千円

１年超 34,124千円

計 61,398千円

１年内 24,556千円

１年超 21,847千円

計 46,404千円

(2）貸主側 (2）貸主側

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 24,094千円

１年超 35,384千円

計 59,479千円

１年内 23,948千円

１年超 23,484千円

計 47,432千円

　　（注）　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。

　　　なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件で関

係会社にリースしているのでほぼ同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料期末残高相当額に含まれ

ております。　

　　（注）　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料中間期末残高相当額であります。

　　　なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件で関

係会社にリースしているのでほぼ同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料中間期末残高相当額に含

まれております。　

２．オペレーティング・リース取引

（1）借主側

　　未経過リース料　

２．オペレーティング・リース取引

（1）借主側

　　未経過リース

１年内 165,177千円

１年超 1,377,451千円

計 1,542,628千円

１年内 164,598千円

１年超 1,248,731千円

合計 1,413,330千円

　

EDINET提出書類

ハイビック株式会社(E00637)

半期報告書

44/50



前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

（2）貸主側

　　未経過リース料

１年内 99,399千円

１年超 1,092,732千円

計 1,192,132千円

　（注）　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料であります。

　　　なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件で関

係会社にリースしているのでほぼ同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料に含まれております。　

（2）貸主側

　　未経過リース料

１年内 98,797千円

１年超 1,051,416千円

計 1,150,214千円

　（注）　上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料であります。

　　　なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条件で関

係会社にリースしているのでほぼ同額の残高が上記

の借主側の未経過リース料に含まれております。　

 

（有価証券関係）

　前事業年度末（平成23年３月31日）における子会社株式（貸借対照表計上額306,175千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

　当中間会計期間末（平成23年９月30日）における子会社株式（中間貸借対照表計上額316,175千円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

（１株当たり情報）

　
当中間会計期間

（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

　　１株当たり中間純利益金額 4.57円

（算定上の基礎） 　

中間純利益金額（千円） 151,253

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る中間純利益金額（千円） 151,253

普通株式の期中平均株式数（千株） 33,080

　（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
前事業年度

（平成23年３月31日）
当中間会計期間

（平成23年９月30日）

１株当たり純資産額 160.15円 159.45円

（算定上の基礎） 　 　

純資産の部の合計額（千円） 5,297,986 5,274,861

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額

（千円）
5,297,986 5,274,861

１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末

（期末）の普通株式の数（千株）
33,080 33,080
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（重要な後発事象）

　当社は、平成23年５月16日開催の取締役会において、株式会社住生活グループを株式交換完全親会社、当社を株

式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議のうえ、同日付で株式交換契約を締結し、平成23年６月29日

開催の定時株主総会において同契約の承認を受け、同契約に基づき、平成23年10月１日を効力発生日とする株式

交換を行いました。

　なお、上記の詳細については、35ページ「第５　経理の状況　１．中間連結財務諸表等（重要な後発事象）」に記

載のとおりであります。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第44期）（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）平成22年６月29日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付資料並びに確認書

平成23年６月29日関東財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第45期第１四半期）（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）平成23年８月12日関東財務局に提出

(4）臨時報告書

平成23年12月８日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

ハイビック株式会社(E00637)

半期報告書

48/50



 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成23年12月26日

ハイビック株式会社
 取締役会　御中  

 

 監査法人　夏目事務所
 

 代表社員  公認会計士 菊　池　正　道　　印 
 

 業務執行社員 公認会計士 安久津　文　彦　　印 
 

 業務執行社員 公認会計士 表　　　成　樹　　印 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
ハイビック株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成23年４月１
日から平成23年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包
括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本
となる重要な事項及びその他の注記について中間監査を行った。 
  
中間連結財務諸表に対する経営者の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中間連結財務諸
表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作
成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
  
監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ
た。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資
者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、
これに基づき中間監査を実施することを求めている。
  中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続
の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間連結財
務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続
が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の
表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に
よって行われた見積りの評価も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。
  当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
  
中間監査意見
  当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に
準拠して、ハイビック株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結
会計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報
を表示しているものと認める。
  
利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　　

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

平成23年12月26日

ハイビック株式会社
 取締役会　御中  

 

 監査法人　夏目事務所
 

 代表社員  公認会計士 菊　池　正　道　　印 
 

 業務執行社員 公認会計士 安久津　文　彦　　印 
 

 業務執行社員 公認会計士 表　　　成　樹　　印 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
ハイビック株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間（平成23年４月１日
から平成23年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算
書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。 
  
中間財務諸表に対する経営者の責任
  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成
し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情
報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
  
監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中
間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損
なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき
中間監査を実施することを求めている。
  中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一
部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の
重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及
び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連す
る内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた
見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。
  当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
  
中間監査意見
  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し
て、ハイビック株式会社の平成23年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成23年４月１日
から平成23年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。
  
利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以　上
　　

　（注）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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